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1．宮古市スマートコミュニティ事業のあらまし

岩手県宮古市は，岩手県三陸沿岸部に位置する人
口 49,348 人，面積 1,259 km2 の地方都市である．
2011 年の東日本大震災におけるインフラへの甚大
な被害を契機に「耐災害性の向上」，「浸水地域の土
地力の回復・向上」，「産業振興・雇用創出」を目的
としたスマートコミュニティ事業に取り組んでい
る．
　宮古市スマートコミュニティ（図 1）は，2011 年
に発足した事業として，宮古市内の 2 カ所にメガ
ソーラー発電所を設置し，地域の新電力である宮古
新電力（株）が，市内の公共施設および電気自動車
用の急速充電施設へ電力を供給している．日本国土

開発（株）とアジア航測（株），復建調査設計（株）
は，宮古市内で大規模太陽光発電事業を展開する宮
古発電合同会社（SPC）を 2013 年 7 月に設立した．
宮古市内に津軽石太陽光発電所（1,607kW）と田老
太陽光発電所（2,367kW）を建設し，2015 年から運
用を開始している，現在は，宮古市も 20 パーセン
トを出資している．また，宮古新電力（株）2）は，
岩手県宮古市における「スマートコミュニティ事業」
の取り組みの 1 つとして，2015 年に設立された「再
生可能エネルギーの地産地消」を推進する「地域新
電力」事業会社である．NTT アノードエナジー（株）
と宮古市が出資している．田老・津軽石発電所と需
要家施設を，ICT 技術である CEMS（Community
Energy Management System）により統合して，地
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図 1　宮古市スマートコミュニティ事業の実施体制
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進会議を新設して，商工会議所，森林組合，漁業
協同組合，青年会議所，公募委員など，事業者を
含まずに幅広い分野の代表者による意見交換の場
を設けている．

2．宮古市のエネルギーフローの現況分析

　岩手県宮古市全体のエネルギーフロー図を図 3 に
示す．2015 年における宮古市の一次エネルギー総
供給量（TPES）は，7804 TJ である．宮古市への
TPES は，その約 88％が石炭，石油，及び天然ガス
の化石燃料が占める．TPES のうち，宮古市内にあ
る発電所への一次エネルギー供給量は，水力 134 
TJ，バイオマス 530 TJ，太陽エネルギー 53 TJ で
ある．ここで，バイオマス発電の発電効率は 30％
と見積もった．また，正味利用エネルギーは 3020 
TJ，損失エネルギーは 4786 TJ と推定した．市外
にて発電される電力は，本地域の大手電力会社であ
る東北電力（株）の発電構成比を参照した．需要家
のエネルギー消費量は，産業部門が 1124 TJ，業務
部門が 1899 TJ，家庭部門が 1295 TJ，運輸部門が
1590 TJ である．また，最終エネルギー消費量（5908 
TJ）における電力（1671 TJ）の割合は約 28％であ
り，その他は，化石燃料が占めるという結果となっ
た．特に，輸送用燃料としての化石燃料の消費が多
い．市内の電力消費量（1671 TJ）に占める市内発
電所の割合は，水力発電（134 TJ），太陽光発電（53 
TJ），バイオマス発電（530 TJ × 0.3）から算出す

域の電力需給をマネジメントしている．さらに，
PHV10 台，EV3 台によるカーシェアリングサービ
スを提供している．
　田老太陽光発電所は，図 2（左下）に示すとおり，
津波で破壊された旧市街地に立地している．右上に
は，高台移転した住宅地があり，左側には三陸鉄道

（田老駅，新田老駅）と三陸自動車道が地区を縦断
している．
　他地域の新電力事業と異なる特徴を下記に列挙す
る 1）．
• 事業者による自主運営を前面に出しつつ，それ

を市が支える仕組みを取っていること．
• 太陽光発電の供給事業から始めて，カーシェア

リングなど関連事業に拡張する構想を立案し，国
内の事業環境の整備状況を見計らいながら徐々に
実行に移していること．

• エネルギー供給のみならず，需要側の地域社会
のイノベーションや設備投資など需給両面を一体
的に捉えて，地域のクリーンエネルギー戦略を
作っていること．

• 宮古市スマートコミュニティ推進協議会を設け
て，関係者による情報共有の場を設けるとともに，
学識経験者を加えてデータ分析や事業性評価など
の第三者の視点を取り入れていること．オブザー
バーとして，復興庁岩手復興局，東北経済産業局，
岩手県復興局も参加している．

• 2021 年度からは，宮古市再生可能エネルギー推

図 2　田老太陽光発電所の全景
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気事業者の発電構成を参照することが望ましい．ま
た，宮古市内の水力発電所，田老および津軽石を除
く太陽光発電所，バイオマス発電所を考慮し，系統
から調達する電力のうち，約 21％は市内発電所か
ら供給されるとした．
　宮古市スマートコミュニティの需要家の最終エネ
ルギー消費量の合計は 40.6 TJ/year であり，これ
は図 3 に示される宮古市の業務部門全体（1899 TJ）
の最終エネルギー消費量の約 2.1％を占め，全最終
エネルギー消費量（5908 TJ）の約 0.7％を占める．
最終エネルギー消費量（40.6 TJ）のうち，電力の
消費量（21.0 TJ）が占める割合は約 52％，化石燃
料の消費量（19.6 TJ）が占める割合は約 48％である．
この化石燃料の大部分は灯油及び重油であり，ほと
んどが暖房用燃料である．
　宮古市スマートコミュニティ事業開始前後のエネ
ルギーシステムの各性能指標を，表 1 に示す．
TPES は 65.2 TJ/year から 53.5 TJ/year へ削減され
た．これは，メガソーラー発電所によって火力発電
等による損失分の一次エネルギー供給量が置き換え
られたためである．事業開始前の損失エネルギーは
44.7 TJ/year，事業開始後の損失エネルギーは 33.1
TJ/year となり，エネルギーシステム効率は 31.4％
から 38.3％へ向上した．また，事業開始前は 3593
t-CO2/year あった CO2 排出量は，2526 t-CO2/year
まで削減され，削減率は約 29.7％となった．CO2 が

ると，約 21％となった．宮古市の CO2 排出量は約
487 Mt-CO2/year，エネルギー利用効率は約 39 ％，
エネルギー自給率は約 9.2％となった．

3．宮古市スマートコミュニティ事業のエネル
ギー需給の特徴

　宮古市のスマートコミュニティ事業は，震災を契
機にして，地域に賦存するエネルギーを活用し，地
域にエネルギーを供給する取り組みである．した
がって，スマートコミュニティの地域への実装によ
るエネルギー需給構造の変化を分析し，評価するこ
とが重要である．そのため，電力，熱，輸送用燃料
の各エネルギーキャリアを統合して分析する必要が
ある．続いて，宮古市スマートコミュニティにおけ
るエネルギーフロー図を作成してエネルギー需給の
特徴を分析した．
　宮古市スマートコミュニティのエネルギーフロー
図を図 4 に示す．この図において，電力需給バラン
スの分析結果から，消費電力量の約 53％はメガソー
ラー発電所以外から電力を調達する必要がある．本
研究では，調達先として地域の大手電力会社である
東北電力（株）を仮定する．これは，メガソーラー
発電所の発電量が不足する場合に宮古新電力が電力
を調達する電気事業者について把握できなかったた
めである．電力卸売市場を介した取引について，そ
の調達先の電気事業者が把握できる場合は，その電

図 3　宮古市のエネルギーフロー（2015）
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いで，都道府県単位のエネルギー統計は，経済産業
省による都道府県別エネルギー消費統計がある 5）．
この統計は，対象都道府県における最終エネルギー
消費量のみを対象にしている．エネルギーバランス
表中の二次エネルギーを，一次エネルギー供給量ま
で遡って計算していないため，電力や熱が，需要家
に供給されるまでの経路は不明瞭である．また，都
道府県別エネルギー消費統計では，需要家は産業，
業務，家庭，運輸の 4 部門に分類，さらに産業・業
務部門は，業種ごとに詳細に分類されている．しか
し，運輸部門は，旅客輸送のみで，貨物輸送が考慮
されていないといった弱点がある .
　市町村単位では，環境省から部門別の CO2 排出
量は公表されている 6）．しかし，需要部門毎のエネ
ルギー消費量の総量のみの情報なので，CO2 排出の
原因となる化石燃料の燃料種毎の消費量は一切わか
らない．温室効果ガス削減の実行計画の策定には，
排出源となる燃料種やエネルギーキャリアの特定が
不可欠なので，独自に上述の都道府県別統計を基に
推計した．推計手法としては，都道府県別のデータ
を，適切な活動量で市町村ごとに按分することが提
案されている 7）．本研究の市区町村別のエネルギー
消費量の推計に用いる統計と按分指標を表2に示す.
（2）地域単位のエネルギーフロー図の作成

市区町村単位でのエネルギー需給構造を分析する
ために，エネルギーフロー図を作成する．エネルギー
フロー図は，資源，変換技術，需要家で構成される

削減される要因は，発電方法が化石燃料から再生可
能エネルギーに代替されることのみである．最終エ
ネルギー消費量のうち約 48％は化石燃料であるた
め，需要家が直接消費する化石燃料は削減されない．
電力のみを考慮する場合，需給バランスの分析結果
から，系統から約 53 ％の電力を調達するために
CO2 排出量は 2252 t-CO2/year から 1160 t-CO2/year
まで削減され，削減率は約 48.5％であった．また，
スマートコミュニティの CO2 排出量は，宮古市全
体の CO2 排出量の約 0.52％に相当する．

4．市区町村におけるエネルギー需給構造の定
量分析のために

（1）市区町村単位でのエネルギー統計情報の作成
エネルギー需給の統計として，日本を対象とした

統計は，IEA による World Energy Balances3）や経
済産業省による総合エネルギー統計 4）がある．次

図 4　宮古市スマートコミュニティのエネルギーフロー図

表 1　 スマートコミュニティ事業に伴うエネルギーシステ
ム性能の変化

事業開始前 事業開始後
一次エネルギー総供給量［TJ/year］ 65.2 53.6
損失エネルギー［TJ/year］ 44.7 33.1
エネルギー利用効率［-］ 31.4 38.3
エネルギー自給率［-］ 14.3 37.8
CO2 排出量［t-CO2/year］ 3593 2526
CO2 排出量（電力）［t-CO2/year］ 2252 1160
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エネルギーシステムにおけるエネルギーの流れを可
視化したものである．エネルギーフロー図の作成例
として，Lawrence Livermore National Laboratory

（LLNL） の Energy Flow Charts12） や IEA Sankey 
Diagram13）があり，世界全体，国，あるいは州単位
のエネルギーフロー図を作成し，公開している．日
本では，瀧田らが，日本のエネルギーフロー図の詳
細な作成手法を示しているが 14），公的機関による
作成はない．LLNL および瀧田らのエネルギーフ
ロー図は，エネルギー変換時の損失エネルギーに加
えて，需要家のエネルギー消費機器利用による損失
エネルギーまで推計し，正味利用エネルギーと損失
エネルギーを求めている．エネルギーフロー図は，
エネルギーの資源から需要家における消費に至るま
での一連の流れが定量化，可視化されることにより
エネルギーシステム全体の課題の把握に役立つ．ま
た，講じる対策が CO2 排出量の削減効果に与える
影響に加え，再生可能エネルギーの導入によるエネ
ルギー自給率の向上やエネルギー効率の向上等，地
域に与えるプラスの効果を定量的に評価し検証でき
る．こうした理由から，エネルギーフロー図は地方
公共団体に対して，温暖化対策実行計画を策定する
以上の価値を提供できると期待される．先例として
示したエネルギーフロー図は，国や州単位の広域の
エネルギー需給構造を対象としているので，市区町
村単位でのエネルギーフロー図の作成には，統計情
報の整備と合わせていっそうの工夫 15）が必要とな
る．
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表 2　市区町村別エネルギー消費量の推計に用いる基礎統計及び按分指標

現統計 按分指標
産業部門 非製造業 都道府県別エネルギー消費統計 業種別就業者数 8）

製造業 都道府県別エネルギー消費統計 業種別製造品出荷額 9）

業務部門 都道府県別エネルギー消費統計 業種別就業者数 8）

家庭部門 都道府県別エネルギー消費統計 世帯数 10）

運輸部門 自動車燃料消費統計 自動車保有台数 11）
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